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1巻頭言

巻 頭 言

東日本大震災の発生から1年が過ぎた。地震発生

以降、被災地には3度赴き未曾有の震災を目の当た

りにしてきた。このたび巻頭言の執筆依頼を頂いた

ことを、この1年間に震災と対峙する中で、免震に

ついて考えたことを述べさせて頂く良い機会である

と思い、執筆をお引き受けした次第である。

2011年3月11日の地震発生当日、筆者は午前に札

幌から上京し、午後は東京都内の免震建物の中にい

た。地震発生時には、初めに建物内に緊急地震速報

が流れ、数十秒後に震動が到達した。建物の中は、

ゆっくりとした大きな揺れがあるだけの不安のない

空間であった。免震建物の中で展開された一連の事

象は、理想的な防災シナリオであったといえよう。

ただし、地震後は札幌に戻れないどころか、東京都

内での移動も不可能となり、訪問先に宿泊させて頂

くこととなった。翌朝は早くから電車を乗り継いで

都内を移動し、免震建物を見てまわった。土曜日の

朝、そして震災直後であるから、訪問のアポイント

メントなど取れるはずもない。それでも事情をご理

解頂き快く訪問を受け入れて下さった方々がいらっ

しゃった。複数の免震建物においてエキスパンショ

ン・ジョイント（Exp. J）付近に残された跡から、数

cmの動きを確認した。免震レトロフィットされた

国際子ども図書館では、朝から平常通り開館されて

いたのは驚きであった。職員の方からは、書架の本

はまったく倒れることもなかったとのコメントを頂

いた。

東北地方における免震建物の最大変形量は20～

30cmであったと聞く。その変形量からは、設計で

想定するレベル2の地震動が入力されたと判断する。

3度の現地調査では防災拠点となる免震建物を中心

にまわり、いずれの免震建物も十分に機能を発揮し

たとの感触を得た。石巻消防署は、津波で冠水し免

震ピットも浸水したが、免震による応答加速度低減

東日本大震災から11年を経て免震に思うこと

菊地　優北海道大学　教授

と屋上に設置された非常用発電機が稼働したこと

で、地震後も消防署としての機能を維持した。石

巻赤十字病院では、地震発生から5分後には災害対

策本部が立ち上がり、周囲の病院が医療活動を行

えなくなった中で被災者の救護に孤立奮闘した。

同病院内の地震時の様子を撮影した映像が公開さ

れており、免震建物内の揺れを知ることができる。

この映像は、2日前の地震をきっかけに機材の準備

をしていたことで撮影できたと聞く。登米市消防

防災センターは、消防署の機能に加えて、防災対

策の展示・学習設備を有し、地下の免震部材をも

展示物とするユニークな施設である。同センター

は、地震発生直後から隣接する南三陸町の被災地

へ救助活動に入った。栗原市には、約3Gの大加速

度を記録したK-NET築館の観測点が存在する。こ

こでは栗原市消防本部と栗原市立栗原中央病院の2

棟が免震構造である。両建物とも免震が機能して

建物に被害はなく、消防本部は翌日から津波被災

地への救助活動を展開し、病院は被災地からの患

者を受け入れた。その他、遠野市では免震構造の

消防庁舎が最近竣工し、気仙沼市立病院も免震構

造で新築工事が計画されているなど、防災拠点の

免震化の流れは止まらない。

東日本大震災では、約30％の免震建物でExp. Jに

可動の不具合や損傷が生じたと聞く。筆者も現地

調査にて、タイルの剥落、金物の変形・脱落など

を確認した。Exp. Jは設置された状態での事前の可

動確認が難しいことに加え、雨仕舞、バリアフリ

ー、デザインに配慮する結果、複雑なディテール

となってしまうことも否めない。しかし、筆者は

そのような不具合を深刻に受けて止めていない。

むしろ、可動部で人が怪我をしなかったことに安

堵している。もし、可動部に人が挟まれたら大変

なことになる。想像するだけで、恐ろしい。そう
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考えると、可動部に人が近づけないように、1階以

上の柱頭免震とすることが理想的なのかもしれない。

東日本大震災では東北地方以外でも、超高層ビル

ではエレベータの停止や非構造部材の損傷、石油タ

ンクでは液面のスロッシング現象による油漏れな

ど、地震動の長周期成分が要因と思われる被害が報

告されている。長周期地震動は、免震が最も苦手と

する相手である。2003年十勝沖地震でその存在が注

目され、超高層ビル、免震建物などの長周期構造物

では、地震安全性の再検討を強いられた。現在でも

免震の分野では、長周期地震動対応が主要な研究テ

ーマである。その研究内容は、免震部材に大振幅・

長時間・多数回繰り返し変形といった過酷な状況を

強いるものばかりである。不思議なことに、上部建

物に講ずべき対策についての検討はあまり見られな

い。筆者が長周期地震動に対する免震建物の応答を

検討する中で得た極限挙動は意外なものであった。

免震建物は塑性化すると、基礎固定の在来建物と比

べて冗長性に大きく劣るという免震構造の弱点が明

らかになった。この弱点は従来から一部の構造技術

者の間で経験的に知られてきたが、それを理論的に

証明できたのである。建物の塑性化は、極端な耐力

低減あるいは過大な地震動入力で生じる。免震構造

は、想定外の事象には弱いのである。免震構造の設

計では、応答加速度低減による建物機能維持のみを

期待し、地震力低減によって生じた建物の余力には

手をつけないくらいの余裕が欲しい。とにかく、免

震建物は絶対に塑性化させてはいけない。

東北地方では、869年に貞観地震という巨大地震

が発生し大津波に襲われたことが、日本三代実録に

記述されている。貞観津波が運んだ堆積物の調査か

ら、浸水の範囲は今回の津波の浸水域とほぼ同じで

あったという。その後、1611年には慶長三陸地震が

発生した。慶長三陸津波の浸水域は1933年の昭和三

陸津波より広かったとの調査結果がある。また、北

海道の太平洋岸でも同時期の津波痕跡が発見されて

おり、この地震が北海道東方沖から三陸までの連動

型地震であったとの可能性も指摘されている。仙台

平野を襲う大津波への警鐘は、東日本大震災以前か

ら発せられていたが、注目されなかった。数十年サ

イクルで発生するM8クラスの地震であれば、一個

人が存命中に一度は経験し、直接語り継ぐことがで

きよう。今回のような巨大津波をもたらす地震の発

生周期は500～1000年とも言われ、それを経験でき

ない世代が存在する。東日本大震災では地盤・建物

の揺れ、液状化、津波などの膨大な映像が記録され

た。我々には、その記録を確実に後世に伝える義務

がある。貞観地震を記述した日本三代実録が、現在

の強震観測網や高度な解析技術に劣らない防災上の

有益性を持っていることを、我々は認識せざるを得

ない。津波が地層に記した堆積層というメッセージ

も然り。そして、それらの警告を見過ごしてしまっ

たことを憂慮すべきである。情報の不伝達は、免震

の世界でも起こっている。岡隆一が考案した免震基

礎を採用して1928年に建設された建物では、免震構

造であることが後世に伝わらず、可動部分がモルタ

ルで固められてしまったと聞く。先述の免震Exp.J

の被害には、可動部分であることが情報伝達されず

に固定されたことが原因のものもある。

東日本大震災では震動を要因とする建物の深刻な

構造被害の大半は、新耐震設計法以前の建物であっ

たと報告されている。1995年阪神淡路大震災でも同

様の調査報告を聞いた。建物の倒壊による人命損失

を防ぐという耐震設計の大原則は概ね守られたと判

断して良いだろう。しかし、それ以上のことを求め

られたら、答えは免震しかない。宮城県内の防災拠

点の免震建物が、それを証明している。この震災で

は免震建物でも数々の不具合が露呈したが、致命的

ではない。むしろ、この震災での教訓を生かし、最

強の免震を生み出す機会としたい。では、最強の免

震の条件とは何か。これは協会会員諸兄にもぜひ、

ご助言、ご指導を賜りたいことである。筆者として

は、安全に可動部が機能すること、上部構造が弾性

を維持できること、そしてフェールセーフを備えて

いることの3つは外せない。最強の免震を実現し、

これを地震に打たれ強い社会資本形成の決定打とす

べきである。最後にそう主張して、拙稿の結びとす

る。

巻 頭 言
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3免震建築紹介

1 はじめに
計画地は淡路島東海岸沿いのほぼ中央で、大阪湾

を臨む洲本港に面した洲本市の中心部である。周辺

には市立図書館や文化体育館に隣接しており、敷地

の北側には洲本川が流れている。

本計画建物は、兵庫県淡路地域の災害拠点病院と

して、重要な機能を果たす施設であり、大地震直後

から建物機能を損なうことなく使用できる必要があ

ることから、基礎免震構造を採用するものとした。

2 建物概要
所 在 地：兵庫県洲本市塩屋1丁目

設 計 者：株式会社安井建築設計事務所

施 工 者：株式会社戸田・村本・前川JV（建築）

建 物 用 途：病院

階 　 　 数：地上8階（地下なし）、塔屋2階

建 築 面 積：11,165.11m2

延 べ 面 積：35,333.58m2

建 物 高 さ：40.80m（軒高32.25m）

構 造 種 別：プレキャストプレストレスト

鉄筋コンクリート造（PCaPC 造）

一部鉄筋コンクリート造、一部鉄骨造

架 構 形 式：純ラーメン架構

基 礎 構 造：場所打ち鋼管コンクリート拡底杭

3 構造計画概要
平面計画上のフレキシビリティを確保するため、

X方向のスパン長は12.6m、Y方向のスパン長は

9.0mと12.0mを基本グリッドとし、検査・診療部門

が入る低層部を含めると117.0m×98.7m、3階以上

免 震 建 築 紹 介

県立淡路病院

山浦　晋弘
安井建築設計事務所

秋田　智
同

池田　直子
同

図1 建物パース（鳥瞰） 図2 建物配置図
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の病棟部分は30.0m×86.1mの平面形状をしている。

構造形式は、上部構造はプレキャストプレストレス

鉄筋コンクリート造（PCaPC造）で、圧着工法により

両方向とも純ラーメン架構を構成するものとした。

ヘリポートを配置した塔屋階は、鉄骨造によるブレ

ース付ラーメン架構である。

PCa部材の圧着工法を採用するにあたり、各方向

とも全長が100m程度と長く、PCケーブルの緊張力

による影響（柱はりの強制変形に伴う付加応力）が懸

念されるため、X方向では中央スパン（X4～X5間）

を挟んだ両側で二次緊張を行い、X4～X5間のPCa

ブロック梁は後から架設して、三次緊張により全体

を一体化するものとした。Y方向については図3に

示すとおりY5～Y6通り、Y11～Y12通りの梁を鉄

骨造とすることにより、収縮の緩衝帯を設けている。

1階に配置されるリニアック部分は、その用途か

ら1500mm厚のRC壁が必要となること、一般部分

とは階高が異なることから、1階床以外は病棟部分

とEXP.Jにより構造的に分離し、現場打ちの壁式構

造とした。

基礎は独立フーチングの杭基礎とし、敷地内にお

いてSGL（T.P＋2.6m）－29.0m～34.0mに分布する

N値50以上の砂礫層を支持層とする場所打ち鋼管コ

ンクリート拡底杭としている。なお、本建物に付随

するエントランス庇（大庇）支持柱の基礎については、

既製コンクリート杭を併用している。

地盤調査結果に基づく液状化判定の結果、現状GL-

8.0mより上位の砂層で液状化の可能性があること、

また、護岸近傍では側方流動も考えられることから、

免震ピット底（一般部でGL－3.25m）からGL－8.9m

までの約5.7mの範囲を液状化対策としての地盤改良

（静的締め固め砂杭工法）を行うものとした。

4 免震システム
免震装置には、環境配慮型の材料といえる錫プラ

グ入り積層ゴム支承、天然ゴム系積層ゴム支承、お

よび直動転がり支承を採用し、1階柱下と基礎の間

に配置した基礎免震構造としている。また、オイル

ダンパー（最大減衰力1000kN）を各方向に8基ずつ配

置し、その減衰効果によりレベル2地震動（極めて

稀に発生する地震動）に対して免震層の変形を性能

保証変形（600mm）以内に留めるものとしている。

錫プラグ入り積層ゴム支承の降伏せん断耐力は、

再現期間50年の風荷重に対して降伏しないように

設定し、各種装置は上部構造の重心と免震層の剛心

ができる限り一致するような配置計画とした。

積層ゴムのせん断歪レベルに応じた割線剛性によ

る固有周期を表1に示す。大変形時（せん断歪200％

時）における建物の1次固有周期はX,Y方向ともに

約4.8secである。

5 耐震性能目標と振動モデル
レベル2地震動（極めて稀に発生する地震動）に対

する耐震性能目標を表2に示す。

また、表3に示すように地震波応答解析に用いる

地震動は告示波3波、模擬地震波2波および観測波3

4 MENSHIN NO.76 2012.5

図3 Y方向架構断面図
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波の計8波とした。

振動系モデルは、各階床位置に集中させた質量を

各層のフレーム剛性および免震材料剛性と連結させ

た等価せん断質点系モデルとし、主要な設備機器が

配置されるエネルギーセンター部分の3・4階床は、

解析上で病棟部分の主剛床とは異なる副剛床として

扱っている。

積層ゴム支承の履歴ループは、せん断ひずみによ

って特性が変化する修正バイリニアモデル、PCaPC

部材で構成される上部構造の履歴法則は非線形弾性

型を採用している。

6 地震応答解析結果
レベル2の地震動に対する建物Y方向の地震応答

解析結果（免震材料のばらつき標準）を図6に示す。

免震層の変形は41cm程度であり、耐震性能目標の

性能保証変形以内にある。また、最大応答層せん断

力係数は、主剛床・副剛床ともに部材の許容応力度

設計に用いた層せん断力係数以下となっており、十

分な免震効果が発揮されることを確認した。

5免震建築紹介

表1 固有周期（sec）

表2 耐震性能目標（極めて稀に発生する地震動）

表3 採用地震波と入力レベル

図４　振動解析モデル（質点系）

図5 上部構造の履歴法則

図6 時刻歴地震応答解析結果例（ばらつき標準）
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最後に、本計画の設計を進めるにあたりご理解と

ご協力をいただきました兵庫県病院局、住宅建築局

営繕課の関係者の皆さまをはじめ、社内外の多くの

関係者の皆さまに厚くお礼申し上げます。

6 MENSHIN NO.76 2012.5

本病院は平成22年10月に国土交通大臣認定を取

得して着工した。現在もPCa部材の建方が進められ

ており、平成24年5月には上棟、12月には竣工を迎

える予定である。

図7 PCa 部材の架設計画ステップ図

工程1 免震ブロック架設 工程2 １階RC梁の配筋 工程3 PCa柱の架設

工程4 PCa梁の架設 工程5 PCa床版の架設

写真　各工程の施工状況

建物全景（H24 年3月撮影）
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7免震建築紹介

1 はじめに
近年、付加価値の高い歴史的・文化的施設や庁舎

等の防災拠点に、被災（地震等）後もその内外観と機

能を維持できるようにとの観点から、免震レトロフ

ィットの改修が増えてきている。

ここでは、近い将来起こると予測される南海トラ

フの活動地震に備え、来庁者・職員の安全性と災害

復旧等の防災活動拠点としての耐震性能向上・機能

確保と、長きに渡り親しまれたオリジナルデザイン

（内外観）を継承する『保存と再生』を行った、高知県

本庁舎の免震レトロフィット改修について紹介する。

2 建物概要
高知城下の史跡地区内にある県庁舎は、大正9

（1920）年にレンガ造2階建てで建設され、戦災と地震

による被災を経験し、補強しながら使用されていた。

だが昭和32（1957）年に当時の建設省の強度診断の結

果、「弱体建物」と判断され、昭和37（1962）年に現在

の本庁舎に建替えられ約50年経過している（写真1）。

建物形状としては長辺（X方向）約113m×短辺（Y

方向）約30mの長方形状で、X方向はスパン4.0m及

び5.8mの19スパン、Y方向はスパン7.7mの3スパ

ンで構成される。図1に1階平面図、図2に断面図

を示す。

【建築概要】 ＜　＞内は補強後を示す

建 物 名 称：高知県本庁舎

建 築 面 積：2,628.65㎡

延 床 面 積：17,987.59㎡

階 　 　 数：地下1階、地上6階、PH3階、高さ

23.7m

構 造 種 別：鉄筋コンクリート造（B1F～3F床：

Fc18、3F立上り～：Lc12）＋＜基礎

免震レトロフィット構法＞

構 造 形 式：耐震壁付きラーメン構造

基 礎 形 式：場所打ちコンクリート杭＋＜鋼管杭＞

3 耐震改修（補強）計画
（1）耐震診断結果

「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」

（日本建築防災協会）に基づく第2次診断法により求

めた耐震診断の結果、構造耐震指標Is値はX方向

0.24～0.41、Y方向0.23～0.43を示し、両方向共に

全階で「耐震性に疑問あり」と判定された。

よって、地震に対する安全性向上のため耐震補強

が必要な建物である。図3に耐震診断結果を示す。

（2）補強計画

本庁舎の補強計画にあたり可能な限り「来庁者及

び執務室への支障を極力少なくする、居ながら施工」

を基本に、今では手に入れることが困難な県産材料

免 震 建 築 紹 介

高知県本庁舎耐震改修

渡邊 朋宏
佐藤総合計画

写真1 全景写真（2012年3月撮影）
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もふんだんに使われている内外観及び仕様変更を最

小限に留め、さらに「大地震後に庁舎としての機能

を維持できる耐震性能を確保する」ことが可能な免

震レトロフィット構法を採用した。

4 補強設計
既存躯体のコンクリート強度は、設計値Fc18（B1

階床～3階床）及びLc12（3階立上り～）を採用した。

長期的に耐力不足の部材が建物中心のコア廻りに集

中していたため、内部部材補強を最小限にできる効

率的な補強箇所を建物中央付近に集中させている。

外力分布は予備応答解析に基づいた分布系とし、採

用した部材補強タイプは、鉄筋コンクリート壁増設、

壁増し打ち及び耐震間柱の増設で架構全体の剛性を

確保し、免震装置の変形による付加曲げ応力を負担

させる基礎梁下端の増し打ち補強と一部許容応力度

に満たない柱梁部材は、増し打ち及び炭素繊維巻き

立て補強により耐力を向上させた。

8 MENSHIN NO.76 2012.5

図1 1階平面図

図2 断面図

図3 耐震診断結果
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補強部材に地震力を極力集中させ既存部材に作用

するせん断力を小さく抑えるため、補強部のコンク

リート強度はFc24を用いた。

執務室内での躯体補強が必要であったため、低振

動低騒音に配慮し新設及び増設壁には「ノンアンカ

ーRC壁接着工法」を採用した。だが、設計値Lc12

である3階、4階は、事前躯体調査及び追加調査で

もコンクリート圧縮強度が13.5N/mm2を下回る結果

であったため、当該低強度コンクリート階は既存躯

体をはつり鉄筋を露出させ、新設鉄筋と一体とさせ

ることで対処した。

免震装置には、高減衰積層ゴム支承（800φ：54基、

900φ：18基）と弾性すべり支承（700φ：12基）を用

い、地震時に免震層に偏心が生じないようバランス

良く配置し、水平方向クリアランスを60cmとした。

基礎形式は、既存杭が補強前の鉛直荷重を負担で

きると考え、免震レトロフィット化と躯体補強に伴

う重量増加分と地震時水平力を新設鋼管杭により負

担させた。新設鋼管杭は2種類あり、擁壁直下に配

置した全水平力を負担させる先端羽根付回転圧入鋼

管杭（NSエコパイル工法）と新設耐圧版等の重量増

加分の鉛直荷重を負担する狭小施工が可能な先端羽

根付鋼管杭（EAZET工法）とした。

5 時刻歴応答解析
（1）耐震性能目標

設計は、表1に示す設計クライテリアに基づき、

地震動の強さレベル1、レベル2及び耐震余裕度検

討レベルで時刻歴応答解析を行い、上部構造、免震

層、基礎の耐震性能の評価と確認を行った。

（2）振動解析モデル

図4に応答解析モデルを示す。免震層は高減衰積

層ゴム支承と弾性すべり支承を並列配置のモデル化

とし、免震層以下は固定とした。上部構造は1層1

質点の11質点の等価せん断型モデルとしている。

上部構造の復元力特性は、コンクリートのひび割れ

を考慮した静的弾塑性解析で得られた各階のせん断

力-層間変位曲線よりトリリニアモデルを設定した。

減衰は内部粘性減衰とし、減衰定数は1次モードに

対し2％とした瞬間剛性比例型、免震層は0％とした。

（3）入力地震動

本庁舎は長方形型で細長く地震動が斜め方向から

伝わってくる場合の位相差の影響があり、また工学

的基盤の急激な傾斜（約-5m～-25m程度）による影響

も受ける。よって傾斜地盤特性の評価等を考慮し作

成した摸擬地震波は、6箇所について告示波3波と

サイト波2波の計30波にも及んだ。表2に代表的な

採用地震波を示す。

（4）応答解析結果

レベル2地震時における時刻歴応答解析結果を表

3に示す。免震層の最大応答変位は、X方向38.42cm、

Y方向38.51cm、地上階の最大層間変形角はX方向

1/3226（2階）、Y方向1/232（PH2階）となっている。

9免震建築紹介

表1 設計クライテリア

表2 採用地震波（代表箇所抜粋）

図4 応答解析モデル

07-10免震建築紹介_高知県.qxd  12.5.15 10:43 AM  ページ 9



また執務室の床加速度は最大で116.6cm/s2（gal）であ

る。さらに工学的基盤の傾斜および位相差入力の影

響を考慮した2次元地盤モデル（図5）により算出し

た地震動を用い検討した結果においても、時刻歴変

位の差から位相差入力による影響は小さく、応答解

析の結果も全て、設計クライテリアを満足する結果

を得た。

6 補強工事
図6に概略の施工ステップを示す。

建物を使用しながらの免震レトロフィットは、新

設とは異なり、既存杭と柱で建物重量を支えている

状態に対し、掘削に伴う仮受け鋼管杭への荷重移行

と既存RC杭の切断及び免震部材の安全かつ確実な

据え付けと段階的な荷重移行が難関で、微細な軸力

変動や変形差等を見逃すことは建物の耐震性と耐久

性に直結するため、軸力と変位については自動計測

による24時間監視を行った。また耐震建物から免

震化による補強では既存基礎下を掘削する際に一時

既存杭が露出状態になるため、構造的不安定時の安

全性確保も重要な課題である。荷重移行中の地震対

策として、建物外周部の山留と建物間の切梁を地震

時の拘束材として兼用させた。

謝辞
平成21年（2009）年12月に着工した改修補強工事

は平成24年（2012）年3月、無事に竣工を迎えること

ができた。設計から監理を通し，県民のご理解と発

注者並びに工事関係者には多大なご協力を頂きまし

た。この場を借りて心より感謝申し上げます。
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図6 施工ステップ

図5 2次元地盤モデル

表3 時刻歴応答解析結果（レベル）
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免震建築訪問記－ 79 11

が挙げられています。

①将来的な組織変更にも柔軟に対応できるようにス

ケルトン・インフィル型の計画とする。

②つくばの気候風土を踏まえ、自然通風や自然採光

を取り入れて環境負荷の低減に努める。

③ワンストップサービスとユニバーサルデザインに

より、利用しやすい窓口空間を目指す。

④防災拠点施設として、その機能を発揮できるもの

とする。

⑤敷地内に緑地を確保しながら、つくばエクスプレ

スの車窓からの風景などを意識した景観とする。

これらの方針のもと、施設配置計画は、研究学園

駅や近隣商業地区など東側からの人の流れを基本と

し、東西に貫く450mに及ぶ「並木の街路」を設け、

つくばエクスプレスからの印象的な車窓風景を作る

ものとなりました（図1）。

また、本施設は環境共生型建築として、太陽光発

1 はじめに
今回は、つくば市に建設された、つくば市庁舎を

訪問いたしました。本施設は、つくばエクスプレス

の研究学園駅から西に400m程の所に位置していま

す。昭和62年11月30日につくば市が誕生した時以

来、業務は合併する前の旧町村の7つの庁舎で分担

していましたが、利用者の利便性向上、行政組織の

一体化の為、つくば市苅間に新庁舎として建設され

ました。平成18年4月に現在の庁舎建設基本計画が

策定され、同年8月には基本設計業者選定プロポー

ザルにより山下設計が選定されました。平成20年4

月から杭工事がスタートし、平成22年3月に丸2年

の工期を経て竣工しています。

あいにくの曇り空で、肌寒い気候の中でしたが、

つくば市総務部管財課の篠塚様、山下設計の塩手様、

鷹箸様、清水建設の高橋（哲）様、岸本様、高橋（豪）

様に案内していただきました。

2 建物概要
新庁舎の計画の基本方針としては、以下の5項目

つくば市庁舎

免 震 建 築 訪 問 記 ― 79

藤波 健剛
前田建設工業

猿田 正明
清水建設

浜辺 千佐子
竹中工務店

写真1 建物全景

図1 建物1階平面
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電や自然採光・通風など自然エネルギーを利用し、

「先進的エコ庁舎」を目指しています（図2）。年間を

通じて温度が安定しているアースピット（免震層）に

屋外の空気取り入れ口から外気を取り込み、庁舎内

へ循環させることで、空調負荷の低減を図っています。

建物内部においては、1、2階が一体となったエン

トランスロビーは見通しの良い吹き抜けを介し、窓

口部門や会議室を集中させることで市民の利便性を

高め、ワンストップサービスの導入が図られていま

す。3～5階の執務フロアは、東西両サイドコアと

大スパン構造による約1,200m2の大空間を実現して

います。

本建物の概要を以下に示します。

建築場所：つくば市苅間2530番地2

用　　途：市庁舎

敷地面積：約90,000m2

建築面積： 6,192m2

延床面積：21,004m2

階　　数：地上7階

建物高さ：33.2m

構造形式：鉄筋コンクリート造（PC造）、一部鉄骨造

基礎形式：杭基礎

設 計 者：山下設計

施 工 者：清水建設

3 構造計画概要
用途が庁舎であり、大地震時等の災害時に防災拠

点となることから、極めて稀に発生する地震動に対

しても建物の安全性を保持し、損傷を最小限に抑え

ることを目的とし、免震構造を採用しています。

図4に建物一般部の軸組を示します。標準的な

7.2mスパンにおいてはPCaPC造・圧着工法を採用

し、事務室等の大スパン部分の大梁は鉄骨造として

います。鉄骨大梁端部は、柱端に設けた長さ1.6m

のプレキャストコンクリート大梁にのみ込ませると

ともにPC鋼材で緊張しています。

上部構造の剛性と強度を確保し、鉄骨大梁の曲げ

モーメントを過大にしないために、建物両端のコア

部分には現場打ちのプレストレストコンクリートブ

レースを設けています（図5）。

12 MENSHIN NO.76 2012.5
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図2 施設断面

図3 2階伏図

図4 建物軸組（一般部）

図5 建物軸組（コア部）
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免震建築訪問記－ 79

さらに、ブレースの取り付く1階大梁をプレスト

レストコンクリート大梁（PRC梁）とすることで、柱

下部の免震装置をとりやめて免震装置台数を低減

し、建物の長周期化を図っています。

基礎は、GL-48m以深の砂礫層を支持層とする杭

基礎（場所打ちコンクリート杭・アースドリル拡底

工法）としています。

免震層は、1階の梁下に免震層を設けた基礎免震

としています。免震部材の配置を図6に示します。

天然ゴム系積層ゴム20基（内9基は積層ゴム一体型

U型ダンパー）と鉛プラグ入り積層ゴム45基の計65

基の積層ゴムが使用されています。

重量偏心の影響を小さくするために、鉛プラグ入

り積層ゴムを外周部に配置するなどの工夫を行って

います。

また、本施設は竣工1年後に平成23年3月11日に

発生した東北地方太平洋沖地震を経験しました。本

施設では独立行政法人建築研究所が地震観測を行っ

ており、地震時の記録が観測されました。これによ

れば、免震層下部（基礎上）の水平最大加速度が

327cm/s2（NS方向）であったものが、免震層上部の1

階では92cm/s2（NS方向）、6階床上で126cm/s2（NS

方向）と低減し、免震効果が発揮されたことがわか

ります。

観測記録をもとに検討を行った結果、最大で

10cm程度EW方向（建物長手方向）に変位したこと

がわかりました。また、地震記録の疑似速度応答ス

ペクトルを確認したところ、設計建物周期において、

設計時に設定した極めて稀の地震動とほぼ同程度の

大きさの地震動であったことがわかりました。

また、地震後に行った調査において、積層ゴム脇

に設置された下げ振りの位置の変化から、残留変形

は小さかった（2.5mm以下）こと、U型ダンパーの塗

装に一部浮き、剥がれが見られ、取り付けボルトに

も一部ゆるみが見られるところが確認されました。

これらはすべて補修が完了しています。

なお、地震記録の詳細に関しては、建築研究所の

ホームページをご覧ください

http://smo.kenken.go.jp/ja/smreport/201103111446/

4 見学記
説明を受けた後に、庁舎内部を見学させていただ

きました。ここでは、写真を用いてその様子を説明

します。

写真2は免震層の様子です。積層ゴム一体型U型

ダンパーが設置されている様子です。

写真3はアースピット（免震層）への空気取り入れ

用のタワーです。外気をアースピットへ取り込むた

めに、ある程度洞道の距離を取りたいと考え、建物

からやや離れた位置に設置しました。建物の東西2

13

免 震 建 築 訪 問 記 ― 79

図6 免震部材配置図 写真2 免震層の状況

写真3 空気取り入れ用タワー
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箇所に設置されています。

写真4は上記空気取り入れ用タワー内の様子で

す。空気を取り入れるために、グレーチング仕上げ

となっています。なお、アースピットへはここから

出入りします。また、アースピットへ取り入れた空

気を施設内に循環させるために、断熱、消臭、除湿

を目的として、アースピット天井部には間伐材を貼

り付けています。

写真5は3階屋上に設置された太陽光発電システ

ムおよび屋上緑化の花壇の様子です。後方建物バル

コニー手すり部にも緑化がなされています。太陽光

発電の発電容量は65kwであり、施設で利用する電

力の2～3％を賄っています。

写真6は鉄骨大梁をのみ込む端部PCa大梁の状況

です。端部PCa大梁に見られる丸い部分はPC鋼材

で緊張した跡です。PCa柱にPCa大梁を挟んで鉄骨

大梁を取り付ける構造になります。

仕口部分の力の流れを検討し、PCa大梁と鉄骨大

梁を繋ぐ境界プレートの厚さは32mmとしました。

建物1階には、免震建物であることを表示する表

示板が設置されていました（写真7）。右下にはJSSI

（日本免震構造協会）名が入っていました。

写真8は1階ロビーの吹き抜け部の様子です。吹

き抜け空間が大きく取られ、屋上トップライトから

の外光を積極的に取り入れ、開放的な明るい空間が

演出されています。

5 訪問談義
訪問見学中の質疑や談義の一部を以下に示します。

Q：東北地方太平洋沖地震を施設内で体感されたと

のことですが、どのように感じられましたか。

A：この地域の震度は6強でした。地震発生の際に

は揺れを強く感じ、机につかまってしまいまし

14 MENSHIN NO.76 2012.5
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写真4 空気取り入れ口の状況

写真6 端部PCa大梁の状況

写真7 免震表示板

写真5 屋上緑化、太陽光発電施設
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免震建築訪問記－ 79

た。しかし建物に被害は全くなく、固定してい

なかったロッカーなどの家具も倒れませんでし

た。このため、地震発生30分後までに速やか

に災害対策本部の立ち上げが完了しました。改

めて免震にしてよかったと強く感じました。

Q：建物が免震となった経緯を教えてください。

A：防災拠点として地震に強い施設であることを重

視しており、免震に対しても調査は行っていま

した。プロポーザルの際に免震建物という提案

があり、これに対してスムーズに免震化が決ま

りました。

Q：市のホームページで本施設の情報を公開されて

います。公開される情報としては多い方だと思

いますが、どの様な経緯で公開されたのですか。

A：積極的に市民に情報を公開するという市長の考

えがあり、積極的に情報の公開を行っています。

Q：周辺地域からの視察などは多いですか。

A：震災以降、茨城県内や県外からの視察申込みが

多くなっています。市長クラスの視察も行われ、

今回の震災を受けて免震の有用性を確認されて

いるようです。

6 おわりに
つくば市の新しい顔として建設された新市庁舎に

ふさわしい建物でした。つくばエクスプレス研究学

園駅から続く並木の街路はまさに人の流れを造るに

ふさわしい顔を持っていました。エントランスロビ

ーは見通しの良い吹き抜け空間が広がり、ワンスト

ップサービスを導入したまさに利用しやすい窓口空

間が形成されていました。防災拠点としても機能す

る免震の建物が、地域の基幹施設としての重要な役

割を担っていることが体感できました。

最後になりましたが、お忙しい中、貴重なお話を

お聞かせ頂きました関係者の方々に、厚く御礼申し

上げます。

15
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写真8 1階ロビー

写真9 集合写真
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KYDKYD制振オイルダンパー制振オイルダンパー

構造形式：水平型、ブレース型 問合先
株式会社川金コアテック 建築機材部
TEL:048-259-1161　FAX:048-259-1141
製造元　光陽精機株式会社

（川金ホールディングスグループ）

１．構造及び材料構成１．構造及び材料構成 ３．鋼材の防錆処理鋼材の防錆処理

２．寸法及び形状寸法及び形状

４．基本特性基本特性

５．製品コード製品コード

シリーズ「制振部材紹介」ー 18
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17特別寄稿

1 はじめに
東日本大震災のおよそ2週間前の2011年2月22日12

時50分頃、ニュージーランド南島カンタベリー地方

のLyttletonにおいてマグニチュード6.3の地震が発生

した。この震源の北西約8kmに位置するクライスト

チャーチ市内では震度6が観測され、クライストチ

ャーチ市街地が震源に近かったことから被害が大き

かった。そのクライストチャーチ市街地にある南島

唯一の免震建物：“Christchurch Women’s Hospital”に

ついて、2011年2月末より震災後の現地調査を行っ

たのでその状況を報告する。

2 市内の建物状況
市内の煉瓦造りの建物や教会、オフィスビルが崩

壊し死者が多数あった。また海岸に近いエリアのた

め広範囲にわたって液状化が生じ、断水となり震災

後の生活に支障がでていた。特に建物被害の大きか

ったクライストチャーチ市街地は立ち入り規制区域

となり、被害調査はできなかったが、その被害状況

はTVの報道などにて知るところである。その規制

区域境界のすぐ隣に免震建物（Christchurch Women’s

Hospital）が位置しており、地震後の立ち入り調査が

できたので、その調査結果を次に示す。

ニュージーランド　カンタベリー地震
（2011.2.22）による免震建物の調査報告

特 別 寄 稿

河内山　修
オイレス工業

図1 震源とWomen’s Hospital の位置関係

図2 市街地とWomen’s Hospitalの位置関係

図3 建物被害

図4 規制区域
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3 Christchurch Women’s Hospitalの建物
概要
対象建物は2005年に竣工した鉄筋コンクリート造

9階建て、建物高さ33mの病院建物である。免震層は、

基礎免震で免震装置には、角型タイプの鉛プラグ入

り積層ゴム：LRB：41基、すべり支承：9基、ポッ

トベアリング：4基が採用されている。表2に積層ゴ

ムの概要を示す。

4 地震概要又は地震観測記録
同じ敷地内にてChristchurch Women’s Hospitalに隣

接するChristchurch Hospitalにて計測された地震波観

測記録を図8に示す。

18 MENSHIN NO.76 2012.5

図5 Christchurch Women’s Hospital（竣工後）

表1 建物概要

表2 積層ゴム概要

図6 Christchurch Women’s hospital（免震層平面図）1）
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5 免震効果　居住者のコメント
＜地震時の病院の状況＞

地震発生後8日後に現地入りし、病院スタッフか

ら地震時の病院内の状況について聞くことができ

た。スタッフによると建物はゆっくり揺れたが、転

倒したものはなく、また、騒ぎになることもなく、

通常通りの業務を行えたとのことだった。この病院

は、地震直後から被災者を受け入れ病院として機能

をはたし、免震建物の安全性が実証された。

＜免震層の状態＞

免震層の調査にあたって、Women’s Hospitalの建

物管理を行っているWayne Lawson氏に案内をして

もらった。免震層の変形について、この建物にはオ

ービットは設置されていなかったが、すべり支承の

摺動跡より東西方向に約5cm変形したと推定され

る。免震層のすべてのLRBは全く損傷がなく（図10）、

また免震層の付帯設備についても全く損傷がないこ

とを確認した。また、スライド式エキスパンジョン

については、コンクリート継ぎ目部に軽微なコンク

リート片があり動いた跡が見られたものの（図11）、

ハネ出し式のエキスパンジョンについては何の損傷

19特別寄稿

図8 CHHC：Christchurch Hospital（震央距離8km）

図7 Christchurch Women’s hospital（建物断面図）1）

（Wayne Lawson氏）

図10 地震後の免震装置（LRB）

図9 地震後の病院外観
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も見られなかった（図12）。

地震による病院と免震層の状態について次にまと

める。

¡免震層が東西方向に約5cm変形したと推定される。

¡すべてのLRBに損傷なし。

¡すべてのすべり支承に損傷なし。

¡ポットベアリングに損傷なし。

¡免震層内の配管、配線に損傷なし。

¡積層ゴムの残留変位は見た目ではわからない

程度であった。

¡病院内部の機能に問題なし。

¡病院機能としては、地震時、地震後も通常通

りのままで全く問題なかった。

5 おわりに
現地のエンジニアによると、クライストチャーチ

近辺は判明している断層から約100km離れているこ

とから、大地震が起こるような活断層が知られてい

なかったようである。ニュージーランド北島には免

震・制震建物が多くあるのに対し、南島にはこの

Women’s Hospitalが唯一の免震建物になる。市街地

での被害に対して、地震直後から被災者を受け入れ

病院として機能をはたしたことは、日本のみならず

免震構造の有効性が示されたといえる。今回の調査

結果により、今後の免震構造の普及に役立つことを

期待する。

6 謝辞
今回の調査にあたり、ご協力いただきました関係

者の皆様に感謝いたします。また本調査にあたり、

現地にてCDHBのWayne氏、および京都大学防災研

究所の高橋良和氏にご協力いただきました。ここに

記して感謝の意を表します。
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図11 地震後のエキスパンジョン（スライド式）

図12 地震後のエキスパンジョン（ハネ出し式）
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21委員会報告

はじめに
東北太平洋沖地震に対する免震・制振建築物の挙

動について調査し、今後の応答制御建築物の進展に

寄与することを目的に調査委員会が組織された。委

員の精力的な活動および会員各社の協力により、調

査・検討がすすめられた。得られた成果については

2011年9月1日の免震フォーラムで中間報告をし、

2012年1月26日にはその後の検討を含めて報告した。

調査委員会は2013年3月まで活動をすすめる。こ

こに、1年間の活動結果の概要を報告すると同時に、

今後の活動方針について報告する。

1 調査結果の要点（2012年1月26日報告の
要旨）
会員各社の協力により集まったアンケートの結果

および提供いただいた観測記録を分析した結果、今

回の地震に対する免震・制振建築物の挙動および課

題は以下のようにまとめられる。

① 免震建築物は期待された免震効果を発揮した

327件の免震建築物の調査結果が得られた。すべ

ての物件について、地震後の点検の結果、免震部

は適切に可動し、上部構造の揺れを低減している

ことが確認された。このことは、けがき針によっ

て記録された変位軌跡によっても確認された。さ

らに、免震建築物に設置されていた地震計の観測

記録の分析結果からも確認された。

② エキスパンション部の障害が多く発生している

アンケートの結果、30％程度の免震建築物のエキ

スパンション部に障害が発生している。障害の程

度は、軽いものから重いものまで幅広いが、多く

はその部分が可動することを十分に認識しないま

ま設計、施工されたことによると推測される。

③ 鉛ダンパーにひび割れが発生している

ひび割れが発生している鉛ダンパーが少なからず

発見された。メーカーからは、小振幅でも多数回

のくり返し変形を受けるとひび割れが発生する、

と説明されているが、ひび割れ後の性能に支障が

ないのかが、とりあえずの課題である。ひび割れ

た鉛ダンパーを試験体としてくり返し試験を実施

し、ひび割れの深さと残余の性能を明らかにした。

④ 鋼材ダンパーのボルトのゆるみ、塗装のはがれ

等が発生している

鋼材ダンパーでは、取り付け部のボルトのゆるみ、

塗装のはがれなどが発生したものがある。これら

については、改善する方法についてメーカーから

提案された。また、残留変形がみられたものにつ

いては、残余の性能を推定するための方法につい

て提案された。

⑤ 免震建築物のその他の障害

その他の障害として、装置取り付け部の鉄筋コン

クリートが欠けたものがあった。細部の設計また

は施工に不備があったと判断される。

これは障害ではないが、明らかに津波を受けたと

みられる免震建築物の報告があった。津波の波力、

浮力による被害はみられないが、潮水に浸かった

ことが原因と推定されるさびがみられた。

⑥ 制振建築物の挙動

130件の制振建築物の調査結果が得られた。報告

されたすべての制振建築物に異常はなかった。

地震計が設置されている制振建築物の観測記録を

分析した結果、明らかに制振効果を発揮している

と確認されたものがあった。それらは、観測記録

から減衰効果を同定し、それがなかった場合のシ

ミュレーションと比較することによって判定される。

2 2012年度の活動方針
2012年度は、2011年度の調査結果から明らかにな

った課題の追求、また残された検討を技術委員会、

維持管理委員会などと連携してすすめる。検討課題

は以下のとおりである。

① 免震建築物・制振建築物のモニタリング手法の

検討

今回の調査では、免震建築物・制振建築物に設置

されていた地震計の観測記録を分析することで大

きな成果がえられた。一方で、記録を収集する段

階は容易ではなかった。それは、どの建物に地震

応答制御建築物調査委員会活動報告

応答制御建築物調査委員会
委員長 深澤義和

委員会報告
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計が設置されているかが不明であり、記録が得ら

れているかどうかもわからない、得られた記録を

公開していいか難しい、などの課題があったから

である。

そこで、免震構造地震応答評価部会では、今後の

ために、免震建築物・制振建築物の挙動を把握す

る適切なシステムおよびそのシステムを展開し、

運営する体制等のありかたなどを検討する。

② エキスパンション部の設計・施工ガイドライン

エキスパンション部の障害については、多数の事

例が収集、整理され、その物理的な原因について

もまとまっている。

今後、こうした障害の発生をなくすために、エキ

スパンション部の設計・施工のガイドラインを技

術委員会と連携して作成する。

この問題で確認しておきたいのは、可動部である

ことを認識せずに設計、施工されていることが基

本的な問題ではないのかという点である。可動部

を壊れないように設計するのは、建築設計の基本

であるという建築家も多い。逆に言えば、壊れて

もいいエキスパンション部も設計としてあり得

る。そして、誰がこの部分を解決するのかという

点も役割が分化された現在の設計、施工体制の中

で適切に認識する必要がある。

③ 維持管理・点検システムの整備

免震層の調査結果によれば、免震装置、ダンパー、

その他の障害が少なからずみられた。また、ダン

パーの軽微な被害でも残余の性能との関係がある

ことも確認された。

そもそも免震建築物は定期的な点検、大地震後の

点検を必須としているが、今回の調査では点検が

なされていない建築物も多くあった。維持管理・

点検システムを確実なものとするための整備を維

持管理委員会と共同でおこなう。

④ 制振建築物の設計方法の検討

制震建築物で得られた地震観測記録から制震建築

物の挙動について分析された。今年度は、その結

果を設計で想定していた内容と比較し、今後の制

震建築物の設計方法にどのように反映すべきか検

討する。

おわりに
会員各社の協力と調査委員の精力的な活動によ

り、2011年度の成果が得られた。この成果には、調

査の中で明らかになった課題を追求すべく詳細な実

験、調査を行った下記の各会員の特別な協力によっ

ている部分もある。ここにあらためて謝意を表する。

鉛ダンパーのひび割れ後の性能実験と微小振幅絶

縁実験を行った福岡大学b山研究室

鉛プラグ入り積層ゴム支承の微小振幅繰り返し試

験を行ったオイレス工業株式会社

鋼製ダンパーの性能把握および改善に努めた新日

鉄エンジニアリング株式会社

22 MENSHIN NO.76 2012.5
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23講習会報告

講習会報告

1 講習会概要
日時：平成24年4月18日（水） 13:00～17:00

会場：食品衛生センター　5階　講堂（東京都渋谷区神宮前2-6-1）

携行品：書籍「免震建物の耐火設計ガイドブック」

主催：一般社団法人日本免震構造協会　技術委員会　防耐火部会

一般社団法人日本建築構造技術者協会

当日53名の参加があり、ほぼ満席となった。

2 講習会の概要
2.1主旨

近年、国内では中間階に免震装置を設置するケースも多く、免震装置には耐震性能だけではなく耐火性能

も必要とされる。これまで防耐火部会では免震建物に関わる耐火上の問題を検討し解決してきた。そこで当

部会の活動を実際の設計に生かすべく「免震建物の耐火設計ガイドブック」を発刊し、本書をテキストに編集

委員が内容を説明する講習会を開催した。

2.2プログラム

「免震建物の耐火設計ガイドブック」解説講習会

竹中工務店
浜辺千佐子

時間割

司会：清水玄宏（ニチアス）

13:00～

13:05～

13:40～

14:20～

15:00～

15:10～

16:00～

16:45～

内 容

開会挨拶

書籍「免震建物の耐火設計ガイドブック」

第1章免震建物の耐火設計

第2章構成材料の温度特性

第3章免震装置の耐火性

休憩

第5章免震建物の耐火設計の実務

第4章免震装置の耐火被覆工法

第6章耐火被覆の設計上の注意と維持管理

第7章耐火構造の大臣認定の取得方法

質疑応答

講師（敬称略）

免震建物の耐火設計ガイドブックWG主査

増田直己（三菱地所設計）

防耐火部会委員長

池田憲一（東京理科大学）

同部会副委員長芳澤利和（ブリヂストン）

同WG委員宮本圭一（鹿島建設）

同WG委員井出義人（清水建設）

同部会委員藤雅史（エーアンドエー工事）
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講習会報告

2.3講習会の概要

1）開会挨拶：免震装置の耐火性能に関しては、免震構造特有の課題、構成材料の既往の技術データがほとん

どない等の様々な検討項目があったため、防耐火部会を設置し多くの免震装置に有効な耐火試験法と評価

法を定めた。その結果、積層ゴム支承に適用できる耐火システムの大臣認定が取得された。滑り支承につ

いては取得に向けて活動中である。

2）第1章：耐火設計全般における考え方や設計ルート、免震耐火設計の概要、これまでの免震耐火設計の歴

史、研究の取り組みについて説明があった。

3）第2章：各種免震装置を構成する材料の温度特性に関する検証の概要説明があった。構成する素材での性

能担保温度の特定が難しい場合は、装置全体で検証することとしている。

4）第3章：免震装置に要求される耐火性能である非損傷性（荷重支持能力）に着目して、各種免震装置の高温

時の荷重支持能力、火災履歴後の性能変化について既往の研究データ等をもとにした検証の概要説明があ

った。

5）第5章：免震耐火設計ルートの法的位置づけ、設計ルートの選択フロー及び確認事項の紹介があった。ま

た耐火被覆を施した事例、耐火被覆を省略した事例など各種パターンの設計事例をもとに実務に役立つ概

要説明があった。

6）第4章：免震装置の耐火被覆材の要求性能として耐火性能に加え、変形追随性、免震装置機能を阻害しな

いこと、日常点検が可能であることの説明、加えて各種耐火被覆システムの紹介があった。

第6章：耐火被覆材の設計上の注意点として認定条件との整合、施工精度、水平変位時の周辺部材と干渉

しないこと等の説明、また維持管理点検項目の一般例が紹介された。

第7章：耐火被覆材の大臣認定取得までの流れ、認定取得時の耐火性能試験方法の概要の紹介があった。

また、現在認定を取得している免震装置用耐火被覆システム一覧の紹介があった。

3 質疑応答
Q：5.2.4設計例（耐火被覆を省略したケース）にあるように、ケーブルの燃焼実験は必要か？

A：必ずしも必要はないとの認識。ガイドブックではわかりやすく、設計の参考データとなるため掲載した。

Q：積層ゴムの耐火被覆材の認定条件として、プレキャスト柱は適用範囲か？

A：告示1399号で規定される耐火構造としての柱材として取り扱えるのであれば適用範囲と考える。

写真1 開会挨拶 写真2 会場内風景
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25理事会議事録

◆審議事項
第1号議案　新入会員と新委員会設置と委員長の承

認および委員委嘱について ………………資料①

事務局より、賛助会員1社の入会、創立20周年記

念事業委員会の設置並びに委員長の委嘱及び各委員

会委員委嘱12名について説明があった。審議に入

り異議なく承認された。

第2号議案　性能評価事業の継続について

………………………………………………資料②

①性能評価事業の継続について審議に入り、継続

が承認された。

②更新申請に伴う3種の規則類（性能評価／評定

業務組織規程、事務処理規則、会計処理規則）

の改定について事務局より説明があり、若干の

修正後、承認された。

③更新申請に必要な書類作成について各理事、各

監事に依頼した。

第3号議案　平成24年度事業計画（案）について

………………………………………………資料③

応答制御建築物調査委員会の調査結果に基づき、

指針、ガイドラインの作成を予定しているが、まだ、

課題は出し切れていない。地震観測結果と設計モデ

ルによる解析結果の比較検討など今後の免震設計に

役立つものがまだ残っており実施する必要がある。

また、こうした報告を日本ばかりでなく海外にも伝

えることが必要ではないかという意見があった。

首都圏の直下型地震が話題になっている。研究テ

ーマとして取り上げるべきであるという意見があ

り、事業計画に加えることで、事業計画（案）は承

認された。

第4号議案　役員および審議員の改選（案）について

………………………………………………資料④

来年度は役員・審議員改選の年であり、候補者案

が提案された。

補欠役員も年度当初より選出することになる。審

議員については現在、定数が15名以上20名以下で

あるが、審議員の活発な活動を計画するため、通常

総会で定款の改定を行い、若干数定員を増やすこと

も考えられる。引き続き検討することになった。

日　時 平成24年 2月22日（水曜日）

15:00～17:00

場　所 明治記念館　1階「さくら」

東京都港区元赤坂2-2-23

出席者 会　長：西川孝夫

副会長：深澤義和、池永雅良、沢田研自

理　事：可児長英、丑場英温、大熊武司、

大八木邦彦、小谷俊介、児嶋一雄、

鈴木重信、高山峯夫、常木康弘、

寺本隆幸、野中康友、長橋純男、

野中康友、山口昭一、山崎眞司、

和田　章

監　事：梅野　岳、白井貴志、曽田五月也

事務局：永井　潔、小林哲之、佐賀優子

欠席者 理　事：笠井和彦、谷口　元、西　敏夫、

西谷　章、緑川光正（敬称略）

配布資料
資料①　新入会員と新委員会設置と委員長の承認お

よび委員委嘱について

資料②　性能評価事業の継続について

資料③　平成24年度事業計画（案）について

資料④　役員および審議員の改選（案）について

資料⑤ （仮称）会長賞について

資料⑥　技術職の職員採用について

資料⑦　1月正味財産増減計算書について

資料⑧　平成23年度の技術者認定事業について

◇開　会
定刻に至り、事務局より開会が告げられ、引き続

き、西川会長の挨拶があった。

◇定足数の報告
事務局より、本日の理事会は理事の過半数の出席

（出席20名／総数25名）があり、定足数を満たして

いるので、理事会が成立する旨が告げられた。定款

第34条により西川会長が議長となった。

◇議事録署名人
定款第37条により、西川孝夫代表理事と出席監

事の梅野岳監事、白井貴志監事及び曽田五月也監事

の4名が議事録署名人になった。

平成23年度第2回 理事会議事録
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第5号議案 （仮称）会長賞について ……資料⑤

表彰委員会より普及賞の応募案件が特に顕著な功

績を上げていることから、会長へ普及賞以上の賞を

授与したいとの答申があった。理事会ではこの応募

案件に「特別賞」を授与することが承認された。

◆報告事項
1）技術職の職員採用について……………資料⑥

性能評価業務を担当する職員の募集要項を配布し

た。4月から公募する予定である。

2）3月理事会開催について

3月22日（木）15:00～　明治記念館で理事会を

開催する予定である。

3）1月正味財産増減計算書について ……資料⑦

平成23年8月から平成24年1月までの正味財産増

減計算書を作成した。2月、3月は収入が少なく、

支出が多くなるため最終的に収支は予算案に近づく。

4）第12回世界免震制震会議参加（ロシア：ソチ）

について

高山理事より説明があった。転動柱という免震に

似た構造が実施されている。

5）UIA2011東京大会

講演会と展示を行った。国際大会ではあったが、

原子力発電所事故の影響で海外からの参加者は少な

かった。

6）平成23年度の技術者認定事業について

………………………………………………資料⑧

免震部建築施工管理技術者と免震建物点検技術者

の認定事業を行った。受験者は増加傾向にある。

7）新年賀詞交歓会について

1月18日（水）18:00～19:30 明治記念館「芙蓉

の間」にて開催。会長挨拶後、来賓として国土交通

省住宅局杉藤室長にご挨拶いただいた。出席者は97

名であった。

8）応答制御建築物調査委員会報告会について

1月26日（木）13:00～17:40 新宿NSビル30階

にて開催。会長挨拶後、委員長、各部会委員長及び

委員による報告が行われた。出席者は294名であった。

9）平成24年度会費請求書発行について

一般社団法人になり、2月初旬に会費請求書を発

行した。

10）韓国免震協会来訪について

韓国免震協会のメンバーが2月13日（月）に協会

を訪問した。13～15日に日本の免震建物、免震装

置工場等を見学した。韓国では15棟の免震建物が

ある。福岡県西方沖地震の影響が釜山にもおよび免

震が注目されている。制震は主に鋼材ダンパーを中

心に使用されている。

11）その他

・優秀修士論文賞の募集を開始し、締め切りは3

月9日である。

◇閉　会
以上ですべての議案の審議並びに報告を終了し、

17:00に閉会した。

平成24年 2月 22日

議　　長（代表理事） 西川　孝　夫

議事録署名人（監事） 梅野　　　岳

議事録署名人（監事） 白井　貴　志

議事録署名人（監事） 曽田　五月也
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◆報告事項
1）技術職の職員採用募集状況について

性能評価を担当する技術職員の募集要項を配布し

た。4月から公募する予定である。

2）平成23年度免震建物点検技術者試験結果について

1月28日に認定試験を実施し、166名の受験者の

うち157名が合格した。

3）免震建物の耐火設計ガイドブック講習会について

………………………………………………資料①

4月18日に解説講習会を実施する。定員は50名で

ある。

4）応答制御建築物調査委員会報告会　大阪開催に

ついて……………………………………資料②

1月に東京で実施した報告会を4月23日に、大阪

で講師陣を縮小して実施する。

5）次期役員候補者・審議員候補者（案）について

………………………………………………資料③

役員28名、補欠役員3名、審議員20名の候補者

（案）を作成した。通常総会前の5月の理事会まで

に候補者を正式に決定する。

6）高強度ボルト接合基準作成委員会再開について

免震装置の取り付けボルトに関する委員会が昨年

の2月に発足したが、東北地方太平洋沖地震のため

に活動を停止していた。本年3月再開し、6月まで

に基準（案）を作成する。

7）その他

・朝日新聞1/26の記事：免震建物の3割が損傷し

たように誤解を与える記事であり、その損傷に

ついての電話が協会に多数かかってきた。

・橋梁用免震ゴムのJISが試験方法についてのみ

完成した。

・建築指導課の管轄下で当協会が最初の一般社団

法人となった。

以上の報告をもって定款第14条第6項に規定する

代表理事、業務執行理事の職務執行報告とする。

日　時 平成24年 3月22日（木曜日）

15:00～16:00

場　所 明治記念館　1階「なでしこ」の間

東京都港区元赤坂2-2-23

出席者 会　長：西川孝夫

副会長：深澤義和、池永雅良、沢田研自

理　事：可児長英、大熊武司、太田　寛、

大八木邦彦、児嶋一雄、高山峯夫、

谷口　元、西　敏夫、西谷　章、

野中康友、山口昭一、山崎眞司

監　事：梅野　岳、白井貴志、曽田五月也

事務局：永井　潔、小林哲之、佐賀優子

欠席者 理　事：丑場英温、小谷俊介、笠井和彦、

鈴木重信、常木康弘、寺本隆幸、

長橋純男、緑川光正、和田　章

（敬称略）

配布資料
資料①　免震建物の耐火設計ガイドブック講習会に

ついて

資料②　応答制御建築物調査委員会報告会　大阪開

催について

資料③　次期役員候補者・審議員候補者（案）につ

いて

資料④　新入会員と委員会委嘱について

資料⑤　平成24年度事業計画（案）・予算（案）に

ついて

資料⑥　役員に関する各種規程について

◇開　会
定刻になり、事務局より開会が告げられ、引き続

き、西川会長の挨拶があった。

◇定足数の報告
事務局より、本日の理事会は理事の過半数の出席

（出席16名／総数25名）があり、定足数を満たして

いるので、理事会が成立する旨が告げられた。定款

第34条により西川会長が議長となった。

◇議事録署名人
定款第37条により、西川孝夫代表理事と出席監

事の梅野岳監事、白井貴志監事及び曽田五月也監事

の4名が議事録署名人になった。

平成23年度第3回 理事会議事録
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◆審議事項
第1号議案　新入会員と委員会委員委嘱について

………………………………………………資料④

事務局より、賛助会員1社の入会、各委員会委員

委嘱4名について説明があった。審議に入り異議な

く承認された。

第2号議案　平成24年度事業計画（案）・予算（案）

について ……………………………………資料⑤

前回の理事会に報告した事業計画に2.調査研究の

「4）直下地震・長周期・長時間地震動に対する応答

特性評価に関する調査研究」を追加する。

予算（案）については収入が支出を若干上回るこ

とになった。

事業計画（案）予算（案）は異議無く承認された。

事業計画については以下の意見があった。

会員制度、特に個人の入会及び会員特典について

改善する必要がある。

協会発行の技術書籍について、更に広めていくこ

とが必要である。

第3号議案　役員に関する各種規程について

………………………………………………資料⑥

①役員報酬等規程

②常勤役員の退職金に関する規程

③役員の選任年齢に関する規程

以上の3規定について協会名称の変更と、「会長

が定める」から「理事会の決議による」への変更を

行った。これについて異議無く承認された。

役員の報酬についてはその報酬総額は総会の決議

によるものなので、総会開催までは理事会の承認で

仮支給し、総会で改めて承認を受けることになった。

役員の選任年齢に関しては第2条第2項の「判断」

は理事会によるものと解釈し、理事会の決議により、

同条第2項の役員候補者を選任することになった。

◇閉　会
以上ですべての議案の審議並びに報告を終了し、

16:00に閉会した。

平成24年3月22日

議　　長（代表理事） 西川　孝　夫

議事録署名人（監事） 梅野　　　岳

議事録署名人（監事） 白井　貴　志

議事録署名人（監事） 曽田　五月也
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29日本免震構造協会性能評価（評定）業務

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、
性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容

建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方
法や建築材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これ
は、日本免震構造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。
◇業務範囲

日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関す
る省令第59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60mを
超える超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇業務区域

日本全域とします。
◇性能評価委員会

日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分） 原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員

構造性能評価委員会 材料性能評価委員会
委員長 和田　章 （東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸 （東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 副委員長 山　峯夫 （福岡大学）

山崎　真司 （東京電機大学） 委員 曽田五月也 （早稲田大学）
委員 大川　出 （建築研究所） 西村　功 （東京都市大学）

島 和司 （神奈川大学） 山崎　真司 （東京電機大学）
瀬尾　和大 （東京工業大学）
曽田五月也 （早稲田大学）
田才　晃 （横浜国立大学）
中井　正一 （千葉大学）

◇審査基準

性能評価の審査は、第2号の2の区分にあっては、平成12年建設省告示第1461号「超高層建築物
の構造耐力上の安全性を確かめるための構造計算の基準を定める件」を含む建築基準法令、その
他の技術基準に照らし審査いたします。
また、第6号の区分にあっては、平成12年建設省告示第1446号「建築物の基礎、主要構造部等に
使用する建築材料並びにこれらの建築材料が適合すべき日本工業規格又は日本農林規格及び品質に
関する技術的基準を定める件」を含む建築基準法令、その他の技術基準に照らし審査いたします。
具体的には、該当する業務方法書をご覧ください。

◇詳細案内

詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）業務
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　　URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表

30-54_国内免震建物一覧.qxd  12.5.15 10:50 AM  ページ 50



51国内の免震建物一覧表

30-54_国内免震建物一覧.qxd  12.5.15 10:50 AM  ページ 51



52 MENSHIN NO.76 2012.5

30-54_国内免震建物一覧.qxd  12.5.15 10:50 AM  ページ 52



53国内の免震建物一覧表

30-54_国内免震建物一覧.qxd  12.5.15 10:50 AM  ページ 53



54 MENSHIN NO.76 2012.5

30-54_国内免震建物一覧.qxd  12.5.15 10:50 AM  ページ 54



55委員会の動き

委 員 会 の 動 き

（2012.1.1～2012.3.31）

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は2/14、3/13に開催

された。新法人へ移行したため、

次年度の事業計画および予算は3

月の理事会決議によることとな

り、運営委員会で審議した。平

成24年度の事業計画としては、

例年の計画の他に、応答制御建

築物調査委員会の2年目の活動、

平成25年度に開催予定の世界免

制振会議の準備を盛り込むこと、

新法人として更なる会員支援を

検討することをもりこんだ。表

彰委員会から提案のあった会長

特別賞については、理事会には

かることとした。次期役員・新議

員候補者の選定をすすめ、5月の

理事会をへて6月の総会で選任と

なる。その他、新法人移行に伴

う各種規定、規則の改訂につい

て、理事会の決議をうけるべく

検討を進めている。

技術委員会
委員長　北村　春幸

東日本大震災における応答制

御建物調査の最終報告会が1月26

日に新宿NSビルで276名の参加

者を集めて開催された。好評に

つき、4月23日に大阪でも開催さ

れることになった。これらの成

果は、常設委員会に引き継がれ

て指針として反映する予定であ

る。今後、調査委員会は、残り1

年を掛けて、積み残した課題に

ついて検討を行う予定である。

免震設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　藤森　智

5月の JSSI技術報告会に向け

て、各種合成構造設計指針の改

訂に伴う「免震装置の接合部・取

り付け躯体の設計指針」の改訂版

を執筆中である。また当委員会

の委員が参加している高強度ボ

ルト接合検討委員会の検討内容

を確認している。

●入力地震動小委員会

委員長　久田　嘉章

2012年1月13日の17-19時に第

68回、2月27日の18-20時に第69

回の入力地震動小委員会を開催

した。前回に引き続き、設計用

入力地震動ガイドラインの改訂

版の作業を行っており、各章担

当者からの報告と、内容の確認

や調整を行っている。2012年度

技術報告会に素案を報告する予

定である。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

「非線形粘性ダンパーを含む免

震層の簡便な応答予測法」の解説

原稿のまとめ作業、

および4月中に「EXCEL版ソフ

ト」の協会ホームページからのダ

ウンロード公開に向けて準備作

業を行っている。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

「免震建築物の耐風設計指針」

の全容をほぼ整えた。4月から、

この9月刊行ならびに講習会開催

にむけて、クロス査読など、内

容の精査をはじめる。

施工部会
委員長　原田　直哉

JSSI施工標準の改訂に向けて、

引き続き検討を進めている。

EXP.Jや、耐火被覆等の懸念事項

の記載をどうするかも議論中で

ある。

免震部材部会
委員長 C山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　b山　峯夫

アイソレータ小委員会では、

積層ゴム、すべり支承、転がり

支承を対象として、以下の項目

について検討を行っていく予定

としている。長周期地震動や強

風時の繰り返し特性，水平2方向

加力時の特性，部材の損傷度の

評価手法，性能評価手法の検討

（免震部材JSSI規格の作成）など。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

各ダンパーの新たな知見（部材

特性データや長周期地震動・2方

向の影響の評価等）の調査・検討

を継続して進めている。また、

昨年度より共同にて実施してい

た、東北地方太平洋沖地震にお

ける応答制御建築物調査委員会

免震構造設計部会ダンパーWGの

今後の課題については、本小委

員会にて継続審議することとし

た。また、防耐火部会（オイルダ

ンパー耐火性能WG）で検討して

いるオイルダンパーの耐火性能

評価のための耐圧試験計画につ

いても平行して協力している。
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応答制御部会
委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会

委員長　笠井和彦

制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

制振部材の技術開発および制

振効果に関する検討を行うため

の活動を1/25（9名）、2/21（9名）、

3/23（11名）に行った。「日建設計

本社ビルにおける地震観測記録」

（1/25、日建設計・原田氏）の講演

および意見交換を行い、さらに

技術報告会に向けて、「制振部材

取付け部の設計上の留意点」およ

び「制振ダンパー性能に及ぼすブ

レース剛性の影響」に関する報告

を行うための詳細検討を行った。

また、「パッシブ制振構造の設

計・計算講習会」に関しては、第4

回を5月30,31日に開催するため

の準備作業を行い、JSSIハンド

ブック作成の作業分担に関して

調整を行った。

防耐火部会
委員長　池田憲一

免震建物の耐火設計ガイドブ

ックは製本が完了し、講習会を4

月18日に開催する。すべり支承

の耐火性については、耐火認定

試験方法と認定条件の具体案を

検討中。また、すべり支承の新

たな材料申請についての判断基

準や考え方を整理し、委員会と

しての運用対応を検討中。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

各部会相互の連携を図る目的

で3か月に1回開催している運営

幹事会を1月30日に実施し、ア

ンケート調査、会誌表紙の確定

デザインなどについて意見交換

をした。また今年8月31日に予

定されている免震フォーラムの

テーマについても検討し、昨年

に引き続き東日本大震災を念頭

に準備することに決定した。各

部会の活動は以下のようになっ

ている。

教育普及部会
委員長　前林　和彦

昨年3月11日の東北地方太平

洋沖地震において大きな揺れに

見舞われた東北から関東地方の

免震建物の居住者、勤務者等を

対象にアンケート調査を実施し

た。対象は免震建物24棟と非免

震建物2棟で、回答者数は197名。

アンケート項目は、揺れの感じ

方、家具・什器の移動等の被害、

生活・業務継続、満足度等であり、

免震構造についての感想、意見

等について自由に記述してもら

う欄も設けた。アンケート結果

は分析・整理し、論文3編にまと

め、今年の建築学会大会に投稿

する。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は1月 27

日（金）に開催された。2月24日

（金）発行予定の会誌75号の進行

状況の確認、次の76号の内容及

び執筆依頼について検討しまし

た。

協会が新法人に移行しことを

契機に、会誌の表紙について検

討してきたが、会誌76号以降表

紙が一新されて発行されること

となった。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

2月15日に第28回委員会を開

催した。3.11の東日本大震災を踏

まえた今後の活動について討議

した。

免震と非免震集合住宅の地震

被害想定比較表については、マ

ンション居住者アンケートを反

映して見直しを行った。

また、教育普及部会が実施し

た東北、関東地方の免震建物居

住者へのアンケート調査・建築学

会大会発表に協力を行った。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

3月の震災1周年に合わせて地

震防災関連の国際会議がいくつ

か開催された。その中のひとつ

で、国際委員会が中心に行って

いるベンチマーク建物を用いた

各国の免震基準の比較について

発表講演を行い、海外の参加者

との有意義な意見交換を行うこ

とができた。この取り組みを知

って新たに参加したいという問

い合わせも来ており、免震基準

の国際調和に向けて引き続き継

続していきたい。また、来年9月

に第13回世界免震会議を仙台で

開催する準備を開始した。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会は、当協会が

認定する「免震部建築施工管理技

術者」および「免震建物点検技術

者」の資格に関わる講習・試験及

び更新講習会の実施とその合否

判定の事業を担当している。そ

こで当該期間の1月28日（土）に

は、東京・JA共済ビルを会場とし

て、今年度最後の講習・試験であ

る『第10回免震建物点検技術者講

習・試験』を開催し、166名が受験

した。当委員会では、2月23日

（木）開催の運営幹事会において

157名を合格と判定し、受験者に

通知した。
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57委員会の動き

なお、2012年度の講習・試験お

よび更新講習会は、下記の通り

実施する予定である。

9月30日（日）第13回免震部建

築施工管理技術者講習・試験（会

場：東京・ベルサール渋谷ファー

スト）

11月4日（日）第8回免震部建築

施工管理技術者/更新講習会（会

場：東京・砂防会館）

11月25日（日）第6回免震建物

点検技術者/更新講習会（会場：東

京・JA共済ビル）

1月26日（土）第11回免震建物

点検技術者講習・試験（会場：東

京・JA共済ビル）
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1.10 普及委員会/教育普及部会 事務局 5
1.13 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 〃 15
1.16 技術委員会/防耐火部会 〃 15
1.17 技術委員会/施工部会 〃 12
1.18 技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG「グループリーダー会」 〃 5
1.19 技術委員会/防耐火部会/認定試験体WG 〃 9
 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会、応答制御建築物調査委員会/
1.19
 免震構造設計部会/ダンパーWG合同 

〃
 

11

1.20 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 7
1.20 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 〃 8
1.20 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会SWG 建築家会館3F性能評価室 3
1.25 原子力関係施設免震構造委員会 建築家会館1F大ホール 25
1.25 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 事務局 9
1.27 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」75号編集WG 〃 6
1.27 普及委員会/出版部会 〃 11
1.30 『設計者のための免震・制震構造ハンドブック』編集委員会 〃 8
1.30 普及委員会/運営幹事会 建築家会館3F小会議室 7
1.31 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 事務局 4
2.1 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会/オイルダンパーWG 〃 5
2.1 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 〃 8
2.6 技術委員会/耐風設計部会 〃 7
2.8 国際委員会 〃 8
2.9 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 11
2.10 高強度ボルト接合委員会 〃 6
2.14 運営委員会 〃 13
2.15 普及委員会/社会環境部会 〃 6
2.16 技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG 〃 11
2.16 普及委員会/教育普及部会 〃 6
2.16 近未来問題検討委員会 建築家会館3F小会議室 5
2.20 技術委員会/施工部会 事務局 11
2.21 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 9
2.23 資格制度委員会/運営幹事会 〃 7
2.24 高強度ボルト接合委員会 〃 7
2.27 技術委員会/防耐火部会 〃 17
2.27 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 〃 12
2.28 『設計者のための免震・制震構造ハンドブック』編集委員会 〃 8
2.28 応答制御建築物調査委員会/幹事会 〃 9
3.1 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 8
 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG/
3.7
 高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG 

〃
 

14

3.8 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 9
3.8 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 11
3.9 原子力関係施設免震構造委員会 食品衛生センター 5階 講堂1 26
3.9 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 事務局 5
3.12 技術委員会/防耐火部会/認定試験体WG 〃 9
3.12 高強度ボルト接合委員会/設計WG 〃 5
3.13 運営委員会 〃 12
3.14 普及委員会/教育普及部会 〃 6
3.14 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会 日本青年館ホテル　会議室 23
3.16 技術委員会/耐風設計部会 事務局 7
3.21 技術委員会/防耐火部会/「耐火設計ガイドブック」作成WG 〃 6
3.21 技術委員会/防耐火部会 〃 13
3.23 高強度ボルト接合委員会/設計WG 〃 5
3.23 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 11
3.28 普及委員会/教育普及部会 〃 9

日付 委員会名 開催場所 人数

委員会活動報告（2012.1.1～2012.3.31）
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会員動向

会員種別 会員名 業種または所属

入　会

会員数 名誉会員 1名
（2012年4月30日現在） 

第1種正会員 91社

 第2種正会員 214名

 賛助会員 80社

　　　　　　　　 特別会員 7団体

会員名 業種または所属会員種別

退　会

第1種正会員 真柄建設（株） 建設業/総合

第2種正会員 城　　攻 北海道大学　名誉教授

賛助会員 （株）構造工学研究所 設計事務所/構造

会員名 業種または所属会員種別

会員種別変更

第1種正会員から賛助会員へ 石川建設（株） 建設業/総合

　　　〃 西武建設（株） 建設業/総合

　　　〃 三菱重工業（株） メーカー/総合機械製造

賛助会員 （株）クオリティ・ジャパン 構造物調査業

　　〃 （有）KPK メーカー/免震材料（周辺部材）

会員種別 会員名 業種または所属

会員の資格喪失

賛助会員 中央鉄工（株） メーカー/建築材料（取付鋼鈑）
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

一般社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

一般社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

一般社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：コンサルタント

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料 ｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

 ｛｛4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　） c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b.土木　c.エンジニアリング　d.その他（ ）

a.不動産　b.商社　c.事業団　d.その他（ ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

一般社団法人日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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一般社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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会員動向

一般社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員動向

会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　一般社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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インフォメーション

6/5 平成24年度通常総会、協会賞表彰式、優秀修士論文賞

表彰式、懇親会（東京：明治記念館）

6/5 第14回日本免震構造協会協会賞公募

6/19 通信理事会

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

8月
8/10 第14回日本免震構造協会協会賞募集／受付締め切り

8/16 通信理事会

8/23 平成24年度「免震部建築施工管理技術者」講習・試験

申込受付締切り

8/27 会誌「menshin」№73発行

8/31 第15回免震フォーラム（東京：工学院大）

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

6月

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24 

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

7月
7/2 平成24年度「免震部建築施工管理技術者」講習・試験

案内送信、HP掲載

7/17 通信理事会

は、行事予定日など行事予定表（2012年6月～2012年8月）

※6/18は、6/17協会設立記念日の振替休日
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I n f o r m a t i o n

◇受賞のお知らせ
事務局

当協会　第2種正会員の2名の方が、学術の進歩に寄与する優れた論文を書かれたということで、

「2012年日本建築学会賞（論文）」を受賞されました。

○川口　健一 氏（東京大学　教授）

「軽量柔軟構造物の形態変化と応力制御に関する研究」

○緑川　光正 氏（北海道大学 教授）

「鋼構造建物の安全性・機能性向上をめざした地震応答低減機構・システムの開発と検証に関する

一連の研究」

◇平成24年度通常総会開催のお知らせ
事務局

日　時：平成24年6月5日（火）16:00～

場　所：明治記念館 2階「鳳凰の間」

東京都港区元赤坂2-2-23（JR信濃町駅より徒歩5分）

※総会終了後、協会賞の表彰式・優秀修士論文賞表彰式および懇親会を予定しています。

◆平成24年度「免震部建築施工管理技術者講習・試験」のお知らせ
資格制度委員会

日　時：平成24年9月30日（日）11:00～17:00

場　所：ベルサール渋谷ファースト 2階

東京都渋谷区東1-2-20 住友不動産ファーストタワー

※受験資格・申込み方法等、詳細は7月2日にホームページに掲載予定ですのでこちらをご覧ください。

http://www.jssi.or.jp/
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インフォメーション

◆平成24年度「免震建物点検技術者講習・試験」のお知らせ
資格制度委員会

日　時：平成25年1月26日（土）11:00～16:00

場　所：JA共済ビル 1階

東京都千代田区平河町2-7-9

※受験資格・申込み方法等、詳細は10月3日にホームページに掲載予定ですのでこちらをご覧ください。

http://www.jssi.or.jp/
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I n f o r m a t i o n

●シンポジウム●

増大する地震動レベルと今後の耐震設計
― 3.11を踏まえた意識調査を基に ―

＜主催＞ 日本建築学会構造委員会振動運営委員会地震荷重小委員会

＜後援＞ 日本建築構造技術者協会、日本鋼構造協会、日本コンクリート工学会、日本地震学会、日本地震
工学会、日本免震構造協会

3.11地震の発生により地震発生の考え方が変化し、南海トラフの三連動地震や上町断層地震などへの対策
が求められている。従来設計で想定されていた振幅レベルや継続時間を大きく上回る入力地震動に対し、地

震動の大きさを評価できる地震動指標と建物の終局耐震性能を評価できる応答指標を改めて評価して整理す

ることは、地震荷重や耐震設計体系にとって極めて重要となる。

本シンポジウムでは、3.11前後に実施したアンケート調査に基づき、地震動評価側・構造設計側・両者を
統合する立場の三者の意識を分析し、論点を整理する。さらに、パネリストによる地震動評価と構造物応答

評価に対する意見表明と討論を行い、今後の耐震設計に向けた課題と方向性を示すことを目指す。

日　時：2012年7月31日（火）13：00～17：00

会　場：建築会館ホール（東京都港区芝5-26-20）

司会：佐藤俊明（清水建設）・石原　直（建築研究所）

【プログラム】 記録：柳下文雄（東電設計）

1 主旨説明 13：00～13：10 ：林　康裕（小委員会主査／京都大学）

2 アンケート調査に基づく意識調査結果の分析 13：10～14：10
2-1 アンケート調査の概要 ：田村和夫（千葉工業大学）

2-2 集計結果に基づく意識の分析 ：小林正人（明治大学）

2-3 自由記述に基づく意識の分析 ：永野正行（東京理科大学）
2-4 論点の整理 ：土方勝一郎（東京電力）

3 地震動評価、応答評価の今後の方向性 14：10～14：55

3-1 地震動評価の今後の方向性 ：壇　一男（清水建設）

3-2 構造物応答評価の今後の方向性 ：林　康裕（前掲）
3-3 構造設計の今後の方向性 ：北村春幸（東京理科大学）

4 今後の方向性に関する討論 15：10～16：00

4-1 地震動評価の今後の方向性 ：未定（3名）
4-2 構造物応答評価の今後の方向性 ：未定（3名）

4-3 構造設計の今後 ：未定（3名）

5 全体討論 16：00～16：50

6 まとめ 16：50～17：00 ：北村春幸（前掲）
※タイトル・時間は変更されることがあります。

定　員 200名（当日会場先着順）

参加費 本会会員4,000円、後援団体会員5,000円（日本免震構造協会は後援団体）
会員外6,000円、学生3,000円

＊資料代3,000円含む

＊本会正会員（個人）の方は会員証をご持参ください。
問合せ 日本建築学会事務局研究事業グループ　伏見　Tel.03-3456-2057
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新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイソレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒141-8604 東京都品川区大崎一丁目5番1号大崎センタービル
Tel. 03-6665-4360 7 0120-57-7815 http://www.menseishin.com/
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詳細は以下までご相談下さい。

国土交通大臣認定
天然ゴム系：
  FP180CN-0349
高減衰ゴム系：
  FP180CN-0350

【適合免震装置：天然ゴム系、
高減衰ゴム系支承】

目安寸法

600

1,310×1,310
1,510×1,510
1,710×1,710
1,910×1,910
2,110×2,110

けい酸カルシウム板

●耐火1時間性能試験を行い、非加熱面温度（裏面温度）
が告示で定める可燃物燃焼温度（建告1432号）以下で
あることを確認しています。
●400mm変位試験を行い、変位前後で異常が無い事を
確認しています。
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I n f o r m a t i o n
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震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

販 　 売  ： Taylor & Francis

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Francis社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

東日本大震災から一年が経過し、震災後の報告から

も、免震化された消防署・病院施設等が防災拠点とし

て被災救援・救護に充分機能を発揮したことが伝えら

れ、震災の教訓から今後も防災拠点の免震化が進むと

思われます。その反面、免震建物の長周期地震動及び

長時間地震動への対応が今後もより慎重に検討する課

題であることも認識されました。

今回の免震建築紹介及び訪問記で紹介されている病

院及び市庁舎も防災拠点として地震発生後に速やかな

機能発揮を重点として設計され、実際「つくば市庁舎」

では東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）で震度6

強を経験して免震効果が発揮され、県内及び県外から

の視察が多く申し込まれている状況との事です。

防災拠点施設として、環境共生型建築として、太陽

光発電や自然採光・通風など自然エネルギーを利用し

た「先進的エコ庁舎」つくば市庁舎に訪問取材した今

回の編集WGは、小澤、猿田、世良、人見、藤波、浜

辺さんの6名の方々でした。御苦労様でした。

最後に、今回より表紙が一新されました。会員の皆

様に一層愛読されればと思います。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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